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1.はじめに 

近年洪水予測等の河川実務

において採用されている分布

型流出モデルは，斜面勾配の

少ない平地部では地表面流が

卓越せず，また内水氾濫等に

よる流量低減の影響等もあっ

て流出予測の精度確保が困難

とされている． 

本研究では，大半を平地が

占める大和川流域の奈良盆地を対象に分布型流出モデルを構築し，流

出成分・地下水位に着目したパラメータ同定方法や内水氾濫の評価，

治水・流域対策施設の有する洪水調節効果等についてシミュレーショ

ンによる考察を試みた． 

2.奈良盆地の大和川流域の概要 

奈良盆地では放射状に幾つもの河川が集まり，盆地内で合流し大和

川本川となり，地すべり地でもある亀の瀬狭窄部を抜け，大阪府へと

流下している．奈良盆地は昭和 30 年代後半から急速に市街化が進展し，

藤井地点上流域（流域面積 712km2）において昭和 51 年には市街地が約

15％であったものが平成 18 年には約 27％を占めるに至っている（図 1）．

このことから，昭和 57 年「総合治水対策特定河川」の指定を受け，こ

れまでに治水対策の他，ため池の治水転用や雨水貯留浸透施設などの

流域対策が積極的に推進されている 1)． 

3.分布型流出モデルの構築と検証 

(1)モデルの概要 2) 構築した流出モデルは，流出機構を追跡する鉛直

方向 3 段タンクモデル（図 3）と河道流を追跡する Kinematic-wave 法か

らなる分布型流出モデルを基本とした．本研究では大和川流域

（1,070km2）を 250m メッシュとし，407 流域，16,176 メッシュに分割した．このモデルに，流域内に位置する治水

施設（ダム，遊水地）及び流域対策施設（ため池，雨水貯留浸透施設，防災調整池）を組み込み（図 2），洪水調節

機能を評価出来るように留意した 3)．さらに，沿川に 28 箇所存在する内水地区についてポンドモデルを構築した．

なお，遊水地の調節状況，内水氾濫の状況を追跡するためには河道水位が必須となることから，直轄区間（2 河川）

及び奈良県管理主要河川（8 河川）について一次元不定流計算モデルを構築し，分布型流出モデルと統合した． 
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図 1 平成 18 年大和川流域土地利用分布図 図 2 治水・流域対策施設分布図 

図 3 鉛直方向 3段タンクモデル 

土木学会第66回年次学術講演会(平成23年度)

 

-257-

 

Ⅱ-129

 



(2)モデルの検証 モデルの検証は，大規模な出水と

なり内水氾濫等を各所で生じた平成期に入ってから

の 3 洪水（平成 7 年 7 月，平成 11 年 8 月，平成 19 年

7 月洪水）を対象に実施した．雨量データについては，

レーダー雨量を分布型流出モデルの各メッシュに与

えた．実績検証地点は，面的なモデルの再現精度を確

保するために，直轄区間の 8 流量観測所に加えて，奈

良県管理区間の 13 水位観測所の合計 21 地点とした．

パラメータについては，既往文献値 4)を参考に表層モ

デルは土地利用分類毎に，不飽和層・地下水層は土壌

貢献度毎に設定し，流域内の土地利用及び表層地質分

布に応じて分布させた． 

検証では，流域内で観測されている地下水位データ

により洪水期間中の地下水位変動とタンク貯留高の

変動との相似性に着目し，流域の貯留特性の観点か

ら妥当性を評価した．また，実績流出ハイドロの低

減曲線に着目して Barnes の手法により流出成分に分

離し，各流出成分に関係するパラメータを同定する

ことで，同定作業の効率を図るとともに，流出特性

の再現性の面から精度の向上を試みた． 

(3)実績再現状況の評価 図 4に対象洪水の内，平成

11 年 8 月洪水の藤井地点の流量及び地下水位ハイド

ログラフを示す．本洪水を含めて検証 3 洪水についてピーク流量の再現誤差は 10％未満であり，また流出波形につ

いても概ね良好に再現できている．流出成分に関しては，実績流量ハイドロの低減曲線から推定される構成（早い

中間流出約 7 割，表面流出約 2 割，遅い中間流出と地下水流出約 1 割）とほぼ近い構成となっており，流出波形だ

けでなく流域の流出特性についても概ね再現出来ているものと推測される．さらに，解析により得られるタンクモ

デルの貯留高の変動は実績地下水位の変動にほぼ追随していることから，流域の貯留特性に関しても良好な再現性

を有したモデルであると推測される． 

(4)内水氾濫や治水施設の流量低減効果 大和川では治水・流域対策施設の整備が進み洪水調節機能を果たしてい

る他，対象洪水時には各所で内水氾濫を生じていることから，対象洪水時のこれらの流量低減効果量について考察

を試みた．図 5は対象 3 洪水の藤井地点における内水氾濫及び治水・流域対策施設の流量低減量を示している．全

流量低減効果は，全流出量の 15％内外と推測され，その内訳としては内水氾濫が 50～60％，残りを治水・流域対策

施設が占めていると推測される． 

4.まとめ 

 平地が大半を占める大和川流域において，流出成分や地下水位に着目したモデルの検証を試みた．この結果，流

域の流出・貯留特性の再現性が高く，統一パラメータで複数洪水を再現可能なモデルを構築できた．また，治水・

流域対策施設の効果や内水区域の浸水状況を評価できることから，今後は他流域への適用など解析事例を増やしつ

つ，効果的な治水施設配置等の河川計画への適用も視野に入れて検討したい． 
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図 4 平成 11 年 8月洪水流量・地下水位ハイドログラフ 
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図 5 対象 3洪水の流量低減量 
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